特集にあたって 権威主義体制における議会と選挙の役割 by 久保 慶一
特集にあたって 権威主義体制における議会と選挙
の役割
著者 久保 慶一
権利 Copyrights 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア
経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp
雑誌名 アジア経済
巻 54
号 4
ページ 2-10
発行年 2013-12
出版者 日本貿易振興機構アジア経済研究所
URL http://hdl.handle.net/2344/00006937
『アジア経済』LⅣ4（2013.12）2
は じ め に
近年，権威主義体制（非民主的体制）（注１）にお
いて議会や選挙が果たしている役割に対する注
目が高まってきている。とくに欧米の比較政治
学では，この点に関して優れた研究が続々と発
表されており，理論的・実証的な研究の蓄積が
急速に進展してきている。その背後には，２つ
の異なる，しかし相互に関連しあう関心に基づ
く研究の潮流が存在している。ひとつは，権威
主義体制内部の政治的ダイナミクスに対する関
心である。これは，古くには，オドンネルの権
威主義体制研究［O’Donnell 1973］やリンスによ
る非民主的体制の類型論［Linz 1975］にまで遡
ることができる。こうした初期の研究では，議
会や選挙に対する注目は必ずしも大きくなかっ
たが，以下で紹介するように，近年は，権威主
義体制の持続や頑健性を説明する要因として，
政党や議会が果たす役割の重要性が注目されて
いるのである。２つ目は，民主化ないし体制変
動に対する関心である。1970年代以降，世界各
地で民主化が次々と起こっていくなかで，比較
政治学における民主化への関心が急速に高まり，
研究蓄積が進められてきた。その過程で比較政
治学者たちは，複数政党による選挙を定期的に
実施し，見かけ上は「民主的」な制度をもちな
がら，実際には野党に対する弾圧やメディア規
制などにより与野党間の競争に著しい不平等が
生じ，実態としては権威主義体制とみなすべき
体制の存在に気づく［Schedler 2006; Levitsky and 
Way 2010］。こうした「競争的権威主義」や「選
挙権威主義」と呼ばれる政治体制への関心が高
まるなかで，これらの体制において議会や選挙
が果たしている役割に関する研究が進められて
きたのである。
2011年には，中東で「アラブの春」といわれ
る一連の抗議運動が起き，世界的な民主化の拡
大にもかかわらず権威主義体制が安定を維持し
続けていた中東地域で，ついに民主化に向けた
動きが始まったと多くの人々が考えた。しかし
実際には，市民の抗議行動を収束させるために
当局が議会の権限拡大や選挙権・被選挙権の拡
大といった政治改革を国民に約束したものの，
漸進的な改革にとどまり，非民主的体制が存続
している事例も少なくない。権威主義体制の持
続や頑健性に関する研究において中東地域の事
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例が理論の着想源のひとつであったことに鑑み
れば，「アラブの春」以降の中東情勢は，既存
理論の妥当性の再検討や新たな理論の構築へと
つながるかもしれない（たとえば Lust［2012］）。
本特集は，こうした研究潮流と世界情勢を踏
まえ，権威主義体制ないし非民主的体制におけ
る選挙や議会の役割について検討することを目
的として企画された。本特集に含まれている論
文はすべて，公募を通じて募集され，通常と同
様の査読プロセスを経て掲載に至ったものであ
る。公募論文による特集企画は，50年以上の歴
史をもつ本誌において初の試みであり，不安と
期待が入り交じるなかでの船出となったが，多
数の方々に関心を寄せていただき，大変充実し
た内容となった。この場をお借りして，関係す
るすべての方々に御礼を申し上げたい。
以下では，まず本特集のテーマに関する近年
の比較政治学の研究成果を概観し，本特集の諸
論文の成果も踏まえつつ，権威主義体制におけ
る議会と選挙の役割に関する理論的枠組みを提
示することを試みたい。次に本特集の各論文の
内容を簡単に紹介し，上記の理論的枠組みに基
づいて各論文を筆者なりに位置付けてみたい。
最後に，本特集のテーマに関する今後の研究課
題について簡単に考察し，本稿の締めくくりと
したい。
Ⅰ　理論的枠組み
近年の比較政治学では，議会や選挙といった
制度が，権威主義体制の持続に貢献していると
いう議論が多くの論者によってなされている。
具体的にはどのような役割を果たしているのだ
ろうか。それを考察するためには，権威主義体
制の持続・安定にとって２つの異なる課題が存
在することを理解しておかなくてはならない。
すなわち，⑴権威主義体制の指導者（独裁者）
とその他の体制エリートの間の安定的な関係構
築と紛争防止，⑵権威主義体制に挑戦する反体
制勢力の統制・封じ込めである。ガンディが論
じたように，独裁者は，体制エリートの離反と
大衆による抗議という２つの異なる危険に直面
しているのである［Gandhi 2008］。
まず，近年の研究では，権威主義体制におい
て，独裁者とその他の体制エリートの間にコ
ミットメント問題が存在しており，体制エリー
ト間の紛争を防止することが体制の持続・安定
にとって重要であることが指摘されている
［Magaloni 2008; Svolik 2012］。たとえば独裁者は，
自分に対して反乱（クーデター）を起こす可能
性のある体制エリートを懐柔しようとする際，
コミットメント問題に直面する。独裁者が体制
エリートに対して一定の分け前を与える約束を
しても，将来独裁者がそれを撤回し権力を独占
しようとする可能性があり，権力やパイの配分
が将来にわたって継続するという約束に信憑性
をもたせることができないのである。このよう
な状況において，議会や政党といった制度の存
在は，体制内での権力やパイの配分を制度化す
ることでコミットメント問題を解決し，独裁者
と体制エリートの間の対立を未然に防ぐことが
できるとされる。
選挙にも独裁者と体制エリートの間の対立を
未然に防ぐ効果があるといわれる。たとえばマ
ガロニは，複数政党の参加を許容する選挙が実
施されている場合，体制エリートは独裁者に対
し，与党から離党して野党側に加わるという脅
しをかけることができるため，体制エリートの
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［Magaloni 2008］。そこで独裁者は，体制エリー
トの離反を避けるために党内に幅広く利益を分
配するようになるというのである。この議論を
裏返せば，独裁者がコミットメント問題を解決
するために，あえて複数政党選挙を導入し，体
制エリートに対し安心を供与しているという議
論も可能かもしれない。さらに，独裁者が選挙
を活用して体制エリートの離反を抑止するとい
う議論もある。選挙で与党が圧倒的勝利を収め
れば，政権が盤石であるというイメージが生ま
れ，体制内の潜在的な敵対エリートに対し，与
党からの離反を思いとどまらせる「抑止シグナ
リング」効果がある。マガロニは，独裁者が選
挙で圧倒的勝利を収めようとするのはこのため
であると指摘する［Magaloni 2006; 2008］。
次に，権威主義体制が安定し持続するために
は，潜在的・明示的な反体制勢力の拡大を抑え，
体制外からの体制への挑戦を防がなければなら
ない。この点でも，議会や選挙が重要な役割を
果たすと指摘されている。まず議会については，
反体制勢力の一部に議席を与え，体制側への取
り込み（co-optation）を行う場という役割を果
たしているという議論がある。たとえばガン
ディは，反体制勢力が強く，独裁者が彼らに譲
歩することが必要である場合には，交渉相手を
選択でき，交渉に関する情報の流れもコント
ロールできるため，議会を通じて交渉を行うの
が独裁者にとって好ましいと指摘している
［Gandhi 2008］。反体制勢力の一部に議席を与え，
権力・資源の分け前を与えたり一定の政治活動
を許容したりすることで，反体制勢力を分断し，
一致団結して体制に挑戦することを防ぐことが
できる［Lust-Okar 2005］。このように，議会は
反体制勢力を分断し，その一部を体制側に取り
込むことで体制を安定化させる役割があると考
えられている。
選挙もまた，独裁者にとって，反体制勢力を
弱体化させるうえで有用であるとされている。
そこで重要となるのが情報である。独裁者は，
反体制勢力の参加を許容する選挙の実施によっ
て，体制への支持・反対の分布という情報を得
る。この情報を基に，財の戦略的な配分（野党
支持地域への懲罰的な配分削減，与党支持地域へ
の褒賞的な配分増加，与野党の支持が拮抗してい
る接戦地域への説得的な配分増加など）を行い，
人々の政権への支持を高め，反体制勢力への支
持を低下させることにより，体制の安定・持続
が可能になると論じられている［Magaloni 2006; 
Blaydes 2011］。
以上の議論に加えて，ここでは，本特集の諸
論文の研究成果も踏まえて，議会や選挙が果た
すその他の役割についても指摘したい。まず，
選挙については，独裁者による体制エリートの
監視と選抜という役割を指摘することができる。
統治業務や政策の執行，国民からの支持調達と
いった体制維持に必要な任務について考えてみ
ると，独裁者と体制エリートの間には本人－代
理人関係が存在するといえる［豊田 2013］。独
裁者は，体制の正当性を維持し，その安定と持
続を実現するために，統治業務や政策執行が適
切に行われることを望んでいるが，政府の中・
下級の政治家や官僚を含む体制内エリートは，
そうした任務をサボタージュし，私的な利益を
追求するインセンティブを有するかもしれない。
このような状況では，エージェンシー・スラッ
クを防ぐため，独裁者は何らかの手段を用いて
体制エリートを監視・評価し，有能な人物を選
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抜し，無能な人物を排除することが必要になる。
ここで，一定の競合性を有する選挙が，それを
可能にする手段のひとつになると考えられるの
である。たとえばゲッデスは，党内選挙や，与
党の支配そのものには挑戦しない無党派の候補
者を容認する競争的選挙を実施することによっ
て，独裁者は体制そのものへの異議の表出は防
ぎつつ，無能・腐敗した地方エリートを排除で
きるようになると指摘する［Geddes 2006］。ま
た彼女は，そうした選挙を実施することによっ
て，地方エリートに党組織を活性化し続けよう
とするインセンティブが与えられ，そのことが
体制の安定・持続を助けるとも指摘している
［Geddes 2006］。
適切な統治業務や政策の執行，国民からの支
持調達が必要であると考えると，議会もまた，
独裁者にとって有用なものとなり得る。独裁者
が統治業務や政策執行に払うコストが一定であ
るなら，それによって達成できる国民の満足が
高ければ高いほうが独裁者にとっては好ましい。
換言すれば，独裁者は，国民の満足を得るため
により多くの統治コストを支払う（そのために
自らの取り分を減少させる）インセンティブはも
たないかもしれないが，一定のコストを支払う
ことが決まっているとき，それによって得られ
る国民の満足を最大化しようとするインセン
ティブは有するはずである。このとき，議会に
いる議員が地元の住民のニーズを把握し，その
情報を提供すれば，独裁者はそれを用いてより
適切な政策を形成・執行し，それによって国民
の支持を高め，体制に対する社会の不満を抑制
ないし減少することができるであろう。とすれ
ば，独裁者は，地元住民・社会のニーズや不満
の所在に関する情報を収集する場として議会を
利用することが十分考えられるのである。
以上をまとめると，権威主義体制の安定・持
続にとって議会と選挙が果たす役割は，独裁者
が直面する３つの課題（体制エリートの離反防止，
反体制勢力の抑制・弱体化，統治の有効性の向上）
に応じて，表１のように整理できるように思わ
れる。以下では，この理論的枠組みを踏まえて，
本特集の各論文の内容を紹介していきたい。
Ⅱ　各論の紹介
加茂論文は，江蘇省揚州市に関する綿密な事
例研究を通じ，中国における政治体制の安定の
維持にとって，人民代表大会と中国人民政治協
商会議という２つの「民意機関」がどのような
役割を果たしているかを分析している。従来の
研究が人民代表大会をゴム印と揶揄したのに対
し，近年の研究では人民代表大会の役割がより
高く評価されてきているが，これまでの研究で
指摘されているのは，党や政府の政策を地元選
??　権威主義体制における独裁者の課題と議会・選挙の役割
独裁者の課題 体制エリートの離反防止 反体制勢力の抑制・弱体化 統治の有効性の向上
議会の役割 権力分有 取り込み・分断統治
情報収集
（社会のニーズ，不満）
選挙の役割 安心供与／抑止シグナリング
情報収集
（反体制勢力への支持の分布）
体制エリートの業績・
能力の評価／人材選抜
（出所）筆者作成。
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の機能や，党や政府に対して政策立案に必要な
情報を提供し，政策の不公平性や過失を伝える
という「諫言者」の機能であった。これに対し
加茂は，人民代表大会が，地元選挙区の人々の
要求を中国共産党や人民政府に伝達するという
「代表者」の役割をも果たすようになっており，
さらに，中国共産党とその他の政治勢力との間
の協議機関の役割を果たしてきた中国人民政治
協商会議が人民代表大会と「共演」し，人民代
表大会と同一の議案について，域内の経済界な
どの社会集団の利害・要求を代表する活動を
行っていると論じる。加茂によれば，こうした
民意機関の役割の増大が，党と政府が社会動向
の変化に応じて柔軟な政策を行うことを可能に
し，体制の安定に寄与しているという。上記の
理論的枠組みでいえば，中国の民意機関は，社
会のニーズに関する情報を提供し，より有効な
政策の決定・執行をもたらすことで，統治の有
効性の向上に寄与していると考えることができ
るだろう。さらに，人民政治協商会議について
いえば，党や政権の外部にいるが社会において
有力な企業家たちに利益表出の機会を与えてお
り，潜在的に反体制勢力となり得る有力な社会
集団の「取り込み」の場として機能していると
考えることもできるように思われる。
山田論文は，1975年以来人民革命党による一
党独裁体制が続くラオスにおいて，議会や選挙
がどのような役割を果たしているかを考察して
いる。山田は，経済格差や土地問題などが拡大
して国民の不満が高まってきたことを背景とし
て，国会の役割が拡大し，議員が国民や地元選
挙区を代表して政府に対して問題への対応や政
策の修正を要求するようになっていると指摘す
る。各期国会の候補者の比較分析から，以前と
比較して行政府要職者が減少し，末端レベルの
指導幹部，地方国会事務所関係者，建設戦線の
出身者が増加しており，党が有権者，末端住民
に近い候補者を増やそうとしていることが示さ
れる。また党は，会期中に国民が国会に直接意
見を伝えるホットラインを設置し，国会や選挙
における国民の政治参加も積極的に進めている。
山田は，党による国家と社会の指導・管理が維
持されているラオスにおいて，国会や選挙は党
支配にとって２次的な意味しか有していないが，
そうであるからこそ，国民の政治参加を拡大し，
国民の不満を表明させ，国民の意見を吸収する
場として国会や選挙が党に利用されていると論
じている。このラオスの事例は，上記の理論的
枠組みにあてはめれば，統治の有効性を向上さ
せるために，社会・住民のニーズの情報収集・
表出の役割が国会に与えられていると考えるこ
とができるだろう。
増原論文は，スハルト期インドネシアの議会
における法案の審議過程を綿密に分析し，イン
ドネシア議会における意思決定方法として定着
した「ムシャワラ」（協議）と「ムファカット」
（合意）の原則に着目しつつ，政府とイスラー
ム勢力の間の妥協とコンセンサス形成がどのよ
うに行われたのかを考察している。先行研究で
は一般に，スハルト期の議会はゴム印と評価さ
れ，議会における「ムシャワラ」「ムファカッ
ト」原則も儀礼的なものにすぎなかったとみな
されてきた。これに対し増原は，1970年代から
1980年代の一連の法案の審議過程を分析し，
1985年の大衆団体法では政府とイスラーム勢力
の間で妥協と合意が成立し，両者の関係が融和
的なものへと変化したことを指摘する。これは，
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政府に対する最大の対抗アクターであるイス
ラーム勢力が全体として政権側に取り込まれた
ことを意味するわけではなかったが，この後，
イスラーム勢力はスハルト政権下で，政府と距
離を取りつつも共存するという道を選択した。
増原は，そのことがスハルト体制の安定に貢献
したと評価する。上記の理論的枠組みから考え
れば，議会が反体制勢力の分断と取り込みの場
としての役割を果たした例と位置付けることが
できるだろう。
豊田論文は，制度的革命党の支配下のメキシ
コで1960年代から70年代にかけて行われた党組
織制度・選挙制度の改革を分析の対象とし，そ
れがどのような意図で行われ，どのような帰結
をもたらしたのかを考察している。豊田は，先
行研究が非民主的体制における議会や選挙の機
能として指摘する情報収集・分断統治と抑止シ
グナリング・権力分有の間にはトレードオフ関
係があり，独裁者は，そのどちらを追求するべ
きかの選択に直面していると指摘する。メキシ
コでは，情報収集や体制エリートの業績の監
視・人材選抜を目的として党内予備選挙の導入
や選挙制度改革が実施されたが，これらの制度
は政党・選挙のもつ抑止シグナリング機能や権
力分有機能を低下させ，党の分裂や党組織の崩
壊を招き，いずれも失敗に終わり，制度はすぐ
に撤回された。上記の理論的枠組みにあてはめ
て考えると，統治の有効性の向上を目的として
実施された選挙が，議会や政党のもつ権力分有
機能を低下させ，体制危機に発展しかねない状
況をもたらした例と位置付けることができるよ
うに思われる。
大串論文は，同じような歴史的背景を共有し，
いずれも緩やかな意味で「競争的権威主義体
制」に分類されるロシアとウクライナが，体制
の安定という点で異なる軌跡をたどったのはな
ぜなのかを説明することを試みている。ここで
大串が注目するのが，両国の地方政策，とりわ
け地方知事任命政策の違いである。ロシアでは，
各地方で動員力をもつ有力者が地方知事となり，
彼らを糾合することで支配政党が形成され，そ
れが体制の安定に寄与した。そこでは，選挙が
クレムリンにとって地方ボスの忠誠をテストす
る機会となり，地方ボスは選挙の際に地元でク
レムリンへの支持を調達する限り，相当程度の
自律性が与えられた。これに対しウクライナで
は，中央集権化された国制が存在し，大統領が
知事を交代させるのが容易であったため，自分
の配下を知事に任命した。地方エリートは団結
してそれに対抗するため，地方がクラン（閥）
を形成するようになる。こうしてウクライナで
は，支配政党の建設が失敗し，体制が不安定化
することになった。上記の理論的枠組みで考え
ると，ロシアは，支配政党の存在や地方知事ポ
ストの配分が，地方ボスとの権力分有の制度的
枠組みとして機能しているのと同時に，そうし
た地方ボスが過度の自律性をもち統制できなく
なることを防ぐため，定期的に選挙を通じて
「忠誠をテストする」ことで，選挙に体制エ
リートの業績・能力の監視のための情報提供機
能をもたせていると解釈することができるよう
に思われる。これに対しウクライナは，中央エ
リートが強圧的な知事任命政策をとったために，
支配政党・議会を通じた権力分有の制度構築に
失敗し，体制が不安定化した例と位置付けるこ
とができよう。
　
8お わ り に
　
最後に，本特集の諸論文の研究成果を踏まえ
て，権威主義体制における議会と選挙という
テーマに関する今後の研究課題について，若干
の考察を行い，本稿の締めくくりとしたい。ま
ず，本特集の諸論文が明らかにしていることは，
権威主義体制における議会と選挙が，理論的枠
組みで指摘した６つの役割のうち，どの役割を
果たしているかは，国によって，また同じ国で
も時期によって，異なっているということであ
る。今後は，権威主義体制をとる諸国において，
議会や選挙がどのような役割を果たしているの
かに関する記述的推論を丹念に積み上げていく
ことが必要であろう。その際，本特集に含まれ
る諸論文は，議会に提案された議案の内容分析，
議員の特性や選出過程の分析，議事録やメディ
ア報道などを基にした議会での発言内容の分析，
重要法案の審議における政党間の交渉過程の分
析など，さまざまな資料と分析方法が利用可能
であることを我々に教えてくれている。本特集
は，このテーマに関する今後のさらなる研究蓄
積の進展にとって，方法論的にも大きく貢献し
ていると筆者は考えている。
次に，議会や選挙の果たす役割が国・時期に
よって異なるとき，当然提起されるべきは，ど
のような条件がそれを規定しているかという問
題であろう。それが独裁者の主体的選択による
場合には，この問題は，権威主義体制の政権・
独裁者による制度設計は何によって規定されて
いるのかという問いとなるだろう［Lust-Okar 
2005, 174］。国際社会における「民主主義」の
正当性が高まり，経済支援の条件として「民主
化」や「良きガバナンス」が求められている今
日では，独裁者は望んでいないが国際的圧力か
ら制度を導入せざるを得ないのかもしれない
［Blaydes 2011, 2］。記述的推論の蓄積が進めば，
それを基に，何がその違いを規定しているのか
に関する因果的推論を試みる研究が可能となる
はずであり，それは今後の重要な研究課題のひ
とつと言えるであろう。
最後に，本特集の諸論文が，議会や選挙が必
ずしも独裁者の期待する役割を果たしていない
こと，あるいは果たさない可能性があることを
指摘している点に着目したい。加茂論文は，中
国において民意機関が「代表者」としての役割
を果たすようになったことが，体制の安定に負
の影響を与えるかもしれないと論じている。山
田論文は，ラオスにおける議会と選挙の役割の
拡大は，国会と選挙を通じた国民からの支持調
達により体制の持続が保証されることを意味す
るわけでは必ずしもなく，ますます拡大する経
済格差や土地問題等の諸問題について実質的な
問題解決ができなければ，逆に体制への信頼の
低下を招く危険性があると指摘している。増原
論文は，初期の事例ではスハルト政権がイス
ラーム勢力の取り込みに失敗したことを明らか
にしている。豊田論文は，党組織改革や選挙制
度改革が議会・党のもつ権力分有機能を著しく
低下させ，選挙が独裁者の意図の通りには機能
しなかったことを示している。大串論文では，
ウクライナは，議会や選挙を用いて体制を安定
させることに成功していないことが示されてい
る。
近年の権威主義体制研究においては，体制の
安定・持続を求める独裁者にとって，議会や選
挙が肯定的な役割を果たすことが強調されてき
権威主義体制における議会と選挙の役割
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た。しかし，本特集の諸論文からも明らかなよ
うに，独裁者にとって議会や選挙が果たす役割
は，必ずしも肯定的なものだけではないだろう。
ここで想起すべきは，民主化研究において古く
から指摘されている「驚異的選挙」（surprising 
elections）である［Huntington 1991］。すなわち，
独裁者が，自らに有利な結果につながるという
誤算や過信の下，自ら選挙の実施を決定し，そ
れが自らに好ましくない結果をもたらしてしま
うという現象である。これは，独裁者が自己の
体制の安定や持続にとって有益であると考えて
いても，ひとたび間違えば，選挙が自らの体制
を崩壊させる要因になってしまうということを
意味する。選挙はたしかに反体制勢力の支持層
の地理的分布に関する情報を独裁者に与えてく
れるかもしれないが，それが国民の多数を占め
ることが判明すれば，その情報は同時に独裁者
に対して敗北を宣告するものとなってしまうで
あろう（注２）。同様に，選挙において与党が圧勝
すれば抑止シグナリング機能をもつかもしれな
いが，選挙結果や投票前の世論調査で与党への
支持が強くないことが判明すれば，体制エリー
トが大挙して独裁者から離反することにつなが
るかもしれない。
議会についても同じような問題が指摘できる。
議会を利用すれば反体制勢力の一部を取り込む
ことはできるかもしれないが，議会での活動経
験や官僚や軍人との接触により，反体制勢力の
能力やそれに関する人々の評価をむしろ高めて
しまうかもしれない。あるいは，政権側として
は「取り込んだ」つもりの反体制勢力が，過激
な言動を行い，体制を不安定化させてしまうか
もしれない。たとえば，マレスキーとシュー
ラーは，「取り込み」を強調する理論家たちは，
体制が，潜在的な反対派に対して場を提供する
という行為を，体制の安定性を損なわずにどの
ように行っているのかを十分に説明していない
と批判している［Malesky and Schuler 2010, 485］。
このように考えると，議会や選挙は，権威主義
体制を主導する独裁者や与党にとって，常に肯
定的な役割を果たす有益な道具ではなく，自ら
に否定的な結果をもたらすこともあり得る諸刃
の剣なのかもしれないのである。
以上の議論を踏まえると，議会や選挙が，ど
のような条件下では独裁者の意図どおりに働き，
どのような条件下では独裁者が意図せざる結果
をもたらすのかという問題を理論的・実証的に
考察することが重要であるように思われる。紙
面の制約から本稿の考察はここで終えるが，こ
こで挙げた課題のほかにも，多くの研究課題を
指摘することができるだろう。権威主義体制に
おける議会と選挙の役割に関する研究の地平は，
尽きることなく広がっている。
（注１）非民主的な体制をめぐる用語法につい
ては，比較政治学の内部でも意見が分かれてい
る。比較政治学における伝統的な政治体制の類
型論においては，「権威主義体制（authoritarian 
regime / authoritarianism）」は，非民主的な政治体
制の下位類型のひとつであり，「非民主的体制」
全体をさす概念とは区別される（たとえば Linz
［1975］）。これに対し近年では，「非民主的体制」
全体を指す概念としての「独裁制（dictatorship）」
と「権威主義体制」を同義とする研究もある（た
とえば Svolik［2012］）。本稿では，後者の用語
法に倣い，「権威主義体制」を「非民主的体制」
と同義の概念として用いることとしたい。
（注２）実際，競争的権威主義と呼ばれた体制
の一部では，与党の政権維持を正当化するため
に実施された選挙において与党が敗北し，それ
を否定するために政権与党が選挙結果の改ざん
10
といった不正を行ったことで，国民による大規
模な抗議行動が発生し，体制が崩壊する「カラー
革命」と呼ばれる現象も起きている。カラー革
命における選挙不正と大衆による大規模な抗議
デモという集合行為の関連については，Tucker 
［2007］を参照。
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